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一 
般 

質 

問
〜
市
政
を
問
う
〜

国
で
可
決
「
合
併
特
例
債

再
延
長
」
市
の
考
え
は

山
岡 

幹
雄 

議
員

有
利
な
財
源
確
保
に
努
め
、

様
々
な
事
業
を
進
め
る

市
長

　

合
併
特
例
債
に
よ
る
主
な

事
業
と
起
債
額
、
ま
た
平
成

29
年
度
ま
で
に
い
く
ら
合
併

特
例
債
を
起
債
し
た
か
。

総
務
部
長
総
合
斎
苑
場
整

備
事
業
は
18
億
４
２
６
０
万

円
、
統
合
庁
舎
整
備
事
業
は

30
億
１
６
０
０
万
円
、
支
所

整
備
事
業
は
４
億
２
７
８
０

万
円
と
し
、
29
年
度
ま
で
の

起
債
額
合
計
は
１
３
０
億
８

８
１
０
万
円
だ
。

　

統
合
庁
舎
整
備
事
業
の
事

業
費
償
還
金
総
額
と
交
付
税

算
入
額
は
。

総
務
部
長
償
還
金
総
額
は

約
31
億
５
７
５
０
万
円
で
、

交
付
税
算
入
額
が
、
約
22
億

１
０
２
５
万
円
だ
。

　

国
会
に
お
い
て
合
併
特
例

債
適
用
期
間
の
再
延
長
が
可

決
さ
れ
た
が
、
市
と
し
て
ど

の
事
業
に
活
用
す
る
か
。

新
市
建
設
計
画
の
見
直
し
の

考
え
は
。

総
務
部
長
合
併
特
例
債
適

用
期
限
の
再
延
長
に
係
る
改

正
法
が
成
立
し
た
こ
と
に
よ

り
、
37
年
度
ま
で
適
用
期
限

が
延
長
さ
れ
、
事
業
と
し
て

小
・
中
学
校
ト
イ
レ
改
修
工

事
を
予
定
し
て
い
る
。
新
市

建
設
計
画
は
見
直
し
を
進
め

て
い
く
。

市
長
有
利
な
財
源
確
保
に

努
め
、
様
々
な
事
業
を
進
め

る
。

庁
舎
管
理
に
つ
い
て

　

庁
舎
内
で
物
品
の
販
売
、

宣
伝
、
勧
誘
す
る
行
為
を
行

う
場
合
、
市
に
お
い
て
ど
の

よ
う
な
手
続
が
必
要
か
。

総
務
部
長
庁
舎
で
物
品
の

販
売
、
勧
誘
等
を
行
う
場
合

は
、
愛
西
市
庁
舎
管
理
規
則

第
11
条
に
よ
り
、
あ
ら
か
じ

め
管
理
責
任
者
の
許
可
が
必

要
。

　

庁
舎
内
で
、
職
員
個
人
に

対
し
て
の
勧
誘
行
為
な
ど
に

つ
い
て
、
市
と
し
て
庁
舎
管

理
上
ど
の
よ
う
な
対
応
を

と
っ
て
い
る
か
。

総
務
部
長
職
員
個
人
に
対

し
て
の
庁
舎
内
で
の
勧
誘
行

為
に
つ
い
て
は
、
現
在
、
把

握
は
で
き
て
い
な
い
。
今
後

に
つ
い
て
も
そ
の
よ
う
な
行

為
を
確
認
し
た
場
合
、
注
意

な
ど
し
て
対
応
し
て
い
く
。

そ
の
他
の
質
問

●
市
政
に
対
す
る
議
員
と
し

て
の
活
動
に
つ
い
て

●
愛
西
市
議
会
議
員
一
般
選

挙
の
検
証
に
つ
い
て

▲合併特例債を活用した統合庁舎

▲庁舎内のルールを知らせる看板（佐織庁舎）


